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1 ロングライフビルと LEED　2018
－Built Environment のサステナビリティ向上をあらためて考える－

一般社団法人グリーンビルディングジャパン　理事
レンドリース・ジャパン株式会社　シニア・プロジェクト・マネジャー　大村 紋子

　米国グリーンビルディング協会（United States Green 

Building Council：USGBC）が構築した建築物環境性能

評価システムである LEED（Leadership in Energy and 

Environmental Design）は３～５年に１回のペースで

改訂される。３年の移行期間を経て2016年10月に旧バー

ジョンのVersion3（V2009、以下 V3）の申請登録が締

め切られ、Version4（以下 V4）での運用が本格化して

きた。本稿では、BELCA NEWS 2015 年 1 月号に掲載

された前稿ⅰの内容を一部再掲しつつ、2016 年に発表さ

れた arc、2017 年に発表された小規模の改訂（V4.1）など、

この３年間の新しい動向を盛り込んで、改めてサステナ

ブルなBuilt Environment の構築方法を考察する。

１.  LEEDシステムの成立経緯と 
認証カテゴリー同士の関係性

（1）認証カテゴリーの成立経緯
　1998 年にパイロット版の施行から始まった LEEDは、

新築ビル（NC、New Construction）、テナントビル（CS、

Core and Shell）、 テ ナ ン ト 内 装（CI、Commercial 

Interior）の新築カテゴリーおよび既存建物（EB、

Existing Building）へと認証カテゴリーが拡大した（2005

年 ）。2008 年 に は エ リ ア 開 発（ND、Neighborhood 

Development）、2015 年には LEED for Cities が誕生、

対象範囲が建築単体から地区レベルへ面的に拡大した。

　既存建物（Existing Building）に関するラべリングは、

V3から名称を「Building Operation and Management（建

物の運営・維持管理）」へ変更、EBOM（イーボム）と

いう略称で呼ばれ、運営・維持管理評価システムへ特化

した。

　V4 では新築の認証カテゴリー（NC, CS, CI およ

び用途別カテゴリー）は「BD+C（Building Design 

and Construction　建物の設計と工事）」と「ID+C

（Interior Design and Construction 内装設計と工事）」

へ再編され、既存建物については「O+M　Operation 

and Management（運営と維持管理）」と単純化され

た。出そろった認証カテゴリーを眺め渡すと、これま

での LEED のあゆみと認証カテゴリー相互の関連性、

USGBC の目指す将来像が見えてくる（図－１）。以下、

本稿ではV4 での名称に従い、BD+C、ID+C、O＋M、

NDを用いる。

（2）O+Mと他の認証カテゴリーの連携
１）O+Mと BD+Cの連携（O+Mから BD+Cへ）

　さまざまな認証カテゴリーのうち、O+Mは建物の運

用と維持管理状況の評価を行う認証カテゴリーであり、

ロングライフビルとのかかわりが深い。認証取得のため

には必ずしも改修工事を必要としない。ただし、改修工

事によって性能が改善すると、加点できる項目は多いの

で、設備改修・更新のタイミングで取得を目指すと部分

改良の効果を定量的に把握できる。LEEDでは、既存建

物のロングライフ化を評価する認証カテゴリーはO+M

だけではない。建物の改修範囲が 50% 以上に及ぶ場合

図－１　LEED認証カテゴリーの拡大
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は既存建物であってもBD+Cで評価される。

　BELCA NEWS 146 号「ロングライフ化と改修」にお

いてⅱ、小松幸夫氏が「部分改良の場合、全体の見た目

はさほど向上しない。すると一般の人々は建物の老朽度

が改善したとは思わないということになる。（略）筆者

はスケルトンリフォームの場合は機能的にも陳腐化が解

消されるので、新築されたと同様に扱うべきだと考え

ている。」と論じておられるとおり、LEEDではスケル

トンリフォームされた既存建物を新築同様とみなして

BD+Cカテゴリーで評価する（図－２）。

　BD+Cには建物躯体再利用の評価項目（クレジット）

が用意されており、スケルトンリフォームによるプロ

ジェクトを後押ししている。

　小松氏は改修工事を以下の 3つに区分している。

①　大規模修繕（＝全体的な原状回復）

②　部分改良（＝部分的な機能向上）

③　 全面改修・スケルトンリフォーム（＝全体的な機

能向上）。

　このうち③はBD+Cで評価されるため、O+Mでの評

価項目は少ない。一方、一般の人々にはわかりづらい設

備改修などの見え隠れ部分の改良（②）は、O+Mでの

加点要素となる。「見た目」が向上しない②に該当する

改修効果や運用面の工夫をO+Mというラべリングが可

視化するのである。

２）O+Mと BD+Cの連携（BD+CからO+Mへ）

　O+Mはまた、竣工時にBD+Cを取得した物件が運用

段階に入る際の道しるべとなる。USGBCでは BD+Cか

らO+Mへ円滑に認証取得ができるよう制度設計を行っ

ているⅲ。具体的には、BD+C と O+Mの間でクレジッ

ト内容が連携している。例えば、BD+Cの「エネルギー

の計測と検証（Measurement & Verification）」という

クレジットは、竣工時の構成・準備までが新築時点での

評価対象である。使用エネルギーの計測ポイントが設

計・施工されたかどうか、使用エネルギーの試算が行わ

れ、その実績を検証する体制の準備が整っているか、な

どがチェックされる。これは、O+Mの段階で実際に計

測を行うための下準備といえる。V4 においてはこの構

成・準備段階を「Establishment」、実行・実績段階を

「Performance」と明確に区分して O+Mのガイドライ

ンに示している（次節にて説明）。すなわち、BD+C は

将来のO+M取得に向けた「サステナブルに運用される

かもしれない期待値」を示している。

３）ID+Cとロングライフビル

　ID+C（テナント内装）は、既存建物の一部分を専有

するテナントの内装デザイン・工事におけるサステナビ

リティ向上を評価するカテゴリーである。テナント負担

での設備改修が容易な米国ほどではないが、日本でもテ

ナント主導による漸進的なグリーンビル化は可能である

（図－３）。築年の経過した古い建物でもテナント内装に

よって快適性を向上する取り組みを積極的に評価する点

で、ID+C は②の「部分改良」を促進し、ロングライフ

ビルの思想を間接的に支える認証カテゴリーといえよ

う。

図－２　建物躯体のスケルトン改修はBD+C扱い
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４）O+MとNDの連携

　ND（エリア開発認証カテゴリー）は、敷地単位にと

どまらずエリア全体のバリューアップを図る取り組みを

評価するカテゴリーである。NDは既存市街地の再開発

（Regeneration）に多くの加点を配分する。つまり、す

でに多くの既存建物が稼働している地区である。一定の

エリア内でNDを見据えたサステナビリティ向上を推進

する際、O+Mは当該エリア内の建物が目指すべき運用

方針に手がかりを与える。

　このように、LEEDの認証カテゴリー（BD+C, O+M, 

ND, ID+C）はそれぞれが関連しあいながら、個別プロ

ジェクトに対応し、私たちが暮らす Built Environment

全体の向上の取り組みを評価する（図－４）。

２. O+M V4 と V4.1、
　  新たなプラットフォーム

　本節ではO+Mの V4 評価項目および最新動向につい

て述べる。

（1）LEED O+M V4
１）Establishment と Performance

　O+Mにはすべてのクレジットカテゴリーにおいて「サ

ステナブル運用ポリシー作成→実施→検討・改善」の

PDCAサイクルの要件が盛り込まれている。V4 では各

クレジットの要求事項が「Establishment（体系化）」と

「Performance（実行・実績）」の２つで示される。

　図－５に示すように、Establishment とは静的で基礎

的な要件を示し、「①建物の要素技術・インフラ」と「②

ポリシー（運営、調達関連）」に分かれる。Performance

は動的で反復する要件であり、「①アクション（調査、

監査、試験）」と「②ポリシー（エネルギー管理、調達、

廃棄物）」がある。Establishment は、PDCA サイクル

では最初の P（Plan）に該当する。D→ C→ Aのサイ

クルにあたるのが Performance であり、繰り返しの見

直しが要求される。

　もちろん両者は相互が行き来できる、またがった概

念である。例えば、「調達ポリシー」は Establishment

と Performance の両方に挙げられている。どのよう

な方針で調達するか、というポリシーを定めるまで

が Establishment、それを随時見直していく行為が

図－３　レンドリース・ジャパン（株）本社
　　　　 2009 年の入居当時、ビル本体のシステム天井には

未導入だった LED照明を専用部エントランスにて
採用、LEED-CI のポイント加点、省エネルギーに
寄与した。

図－４　認証カテゴリーの関係

図－５　Establishment と Performance
（O+M V4 Reference Guide より、一部追記）
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Performance となる。各クレジットの要求事項は、どこ

までを初期段階で作りこむべきか（=Establishment）、

どこから先を Performance Period（実証期間）ⅳでチェッ

クすべきか（=Performance）を分けて示している。

２）クレジットの概要

　O+M V4 における主なクレジットの概要は表－１の

とおりである。クレジットの解説について前稿を参照い

ただき、本稿ではV4 発表後の動向について次項にて詳

述する。

（2）V4.1 のリリースと arc
　前稿で筆者は「米国では公式認証を取得せずに LEED

をモノサシにして建物運用の状況をチェックしている

オーナーは多い。LEED/USGBC はそのような水面下の

ユーザーに向けても将来の道すじを示そうとしており、

O+Mが地道なプラットフォームづくりをしながら全体

の底上げをめざす姿勢の表れである。」と述べた。

　LEED/USGBC のこの姿勢は３年前と同じだが、V4.1

のリリースと arc の登場により「モノサシ」と「プラッ

トフォーム」の概念に変化が生まれている。

１）「モノサシ」のアップデート

　USGBC は、数年ごとの LEED のバージョン改訂に

よって次の時代の理想像を提示し、将来に向けて一歩先

のゴール設定を掲げるよう意識してきた。ところが近年

では LEEDよりもはるかに要求レベルの高い認証シス

テム Living Buildng Challenge への注目が集まるほか、

カリフォルニア州では改訂建築基準法が LEEDと同程

度の厳しい要求レベルを掲げるようになった。いわば、

LEEDが最低基準になったわけで、このような底上げ効

果は歓迎すべき傾向だが、モノサシとしての LEED の

存在が相対的に埋没する可能性もはらんでいる。

　V4 にて大幅改訂となった BD+C と異なり、O+Mに

は基本的に大きな変更や新設クレジットはなく、V3 か

らのマイナーチェンジであった。すなわち、O+Mの

表－１　LEED-O+M V4 の主なクレジット、V4での改訂点（下線）
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基本構成はV3 発表後 10 年近く変わっていない。そこ

で、モノサシの刷新も考慮して、2018 年初頭に O+M 

Version 4.1（以下、V4.1）のリリースが発表される予定

である。

　USGBC の説明によれば、2018 年～ 2019 年の移行期

間の３年間はV4と V4.1 のいずれかを選択できる。V4.1

では、申請のための要求書類が簡略化される一方で、エ

ネルギー等の要求レベルは上がる見込みである。V4 で

は、エネルギー使用量に関する必須要件がエナジース

ター（Energy Star）分布上位 25% 以上となった（V3

までは上位 31%以上）。V4.1 ではこの要件がさらに厳し

くなる可能性がある。ほかにもV4 には要求レベルが底

上げされたクレジットが多い（表－１では「レベルアッ

プ」と表記）が、これらについてもV4.1 ではさらなる

レベルアップが予想される。

２）arc という新たな「プラットフォーム」

　2016 年、arc（アーク）とよばれるグリーンビル情報

可視化システムとその運用組織が発表された。既存建物

をターゲットに定めて導入されたこのシステムを使え

ば、国や都市を超えて横断的にエネルギー・水の使用

状況などの LEED O+Mのクレジット・パフォーマンス

計測項目がオンラインで示される。arc というプラット

フォーム上にO+Mのクレジット達成状況が示されるイ

メージである。

　O+M認証建物から提供されるエネルギー使用量等の

データをUSGBCが独占的に内部資料として使うのでは

なく、エナジースターや BREEAMも含め、arc にさま

ざまな認証システムを経由して運用データを載せよう、

というコンセプトは前稿で紹介したGBIG というプラッ

トフォームの考え方と通じる。arc については次節以降

も説明する。

３. 日本における LEED O+M

　前稿以降の３年間における日本での LEED O+Mの動

向について述べる。

（1）タバコ問題の協議
　この３年間、日本において LEED V4 認証プロジェク

トはまだ誕生していない。旧バージョンが有効なうちに

駆け込み登録が行われ、各クレジットの規定が厳しく

なって高得点を得づらい新バージョンへの移行が滞り

がちになる傾向は 2009 年の V3 発表直後にも見られた

が、さらに、日本における特殊事情が大きく影響した。

それは喫煙に関するクレジット（ETS：Environmental 

Tobacco Smoke）に関し、建物内の喫煙所設置を認めな

い規定の扱いである。これは屋外禁煙を推進する日本と

は真逆の規定であり、新築（BD+C）のみならず、O+M

や ID+Cにも同じルールが課せられた。

　前稿では、「LEEDはオープンソースであり、ほころ

びもまだたくさんあって、それらの課題は海外ユーザー

である私たちも含めて全員で改良していくもの」と記し

た。また、「USGBCは走りながら考え、すぐに見直す。いっ

たん新しいバージョンを公表した後も逐次修正をかけて

LEEDをチューンナップする。たび重なる変更や遅延を

気にしないし、またいったん決断すると動きは早い」と

述べた。

　一般社団法人グリーンビルディングジャパン（GBJ）

は、2013 年の設立以来 ETS 問題に関してUSGBC との

交渉の日本側窓口となって協議を重ねてきた。USGBC

は私たちの主張に注意深く耳を傾け、常に協議のテーブ

ルは用意されていたので上記の記述を実感できる。日

本独特の法規制に理解を得るために多くの時間を要し

たことはやや想定外だったが、2016 年７月に GBJ と

USGBC は ACP と呼ばれる代替適合措置（Alternative 

Compliance Path）を「禁煙日本ルール」として発表し

た（図－６）ⅴ。その後も、ACPについて各方面より運

用方法の工夫を望む声があったため、GBJ ではさらなる

改良へ向けてUSGBCとの協議を詰めている。

　日本では、受動喫煙被害を防止するための屋外喫煙禁

止条例に加えて一部自治体では公共空間の喫煙所を漸減

し、ビルオーナーによるビル内喫煙所設置を支援して
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いる。ところがV4 ではビルテナントの内装に特化した

ID+Cにも全館禁煙が条件とされた。既存建物内に別テ

ナントや共有の喫煙室があるだけで ID+Cが門前払いと

なると、第１節で述べた既存建物の「部分改良」の取り

組みを評価し、ロングライフビルの思想を支える LEED

のユニークなしくみが日本では生かせなくなってしま

う。この点についても GBJ はねばり強く USGBC と協

議を重ね、V4.1 にて改善が試みられる見込みとなった。

（2） 日本におけるプロジェクト事例
　2017 年 11 月現在、日本では通算８件のO+M認証プ

ロジェクトがある。前稿で紹介した４件（物産ビル（旧

物産不動産ビル）、日建設計本社ビル、大林組技術研究

所、インテルつくば研究所）に加え、新たに横浜銀行本

社、鹿島技術研究所ほか２件が認証を取得している。

　このうち３件はもうすぐ５年の認証期限を迎える。す

でにV4 へ完全移行しているため、喫煙室がある場合は

ETSの新規定への対応が必要となる。

１）大林組技術研究所

　同研究所は、2013 年に当時世界最高レベルの得点数

でO+M（当時の EBOM V3）認証を取得したが、2017

年 11 月には、オフィスの快適性を建物側ではなくワー

カー（人間）からの視点から評価する認証システム

WELL Building Standard（WELL）を日本で初めて認

証取得した。なお、WELL の認証審査機関は、LEED

と同じ GBCI であり、O+Mと関連付けた評価がしやす

い内容となっている。しかし、省エネルギー性に影響す

る項目に関しては、その達成度合いに関わらずWELL

での加点ポイントは１点のみである。

３）近三ビルヂング

　BELCA NEWS 160 号「近三ビルヂング 86 年の軌

跡」で森隆氏が紹介されたとおり、ロングライフビ

ルとして名高い近三ビルヂングは、V4 での O+M取

得を目指しているⅵ。この稿で森氏が言及している

LEED Performance Score とは、ビルの運用データ管

理を行う先述の arc にて示される指標値のことである。

Performance Score は、O+M V4 における２つの必須項

目と16の加点項目の代替手法とすることができる。また、

arc を用いることで LEED認証ビルは過去データとの比

較や国内外の同種のビルとの比較が可能となる。LEED 

O+M V4 の認証取得時からの arc 導入は、５年ごとの再

認証申請においても書類準備の手間を大幅に軽減する見

込みである。同ビルの築 100 年にむけて、arc は定期的

なパフォーマンスを可視化する指標となるだろう。

（３）日本における認証システムの意義
　世界規模で不動産企業・ファンドおよびポートフォリ

オへのアンケートを毎年実施し、結果をランキングす

る形で不動産企業やREIT ファンドのサステナビリティ

を測る指標 GRESB（Global Real Estate Sustainability 

Benchmark）への参画企業数は国内で年々増加してい

る。USGBCの姉妹機関であるGBCI は 2014 年以降、建

築単位の LEED O+Mと企業・ファンド単位の GRESB

の両方を管轄しているが、現在のところ両者に特別な関

連づけは行われておらず、LEEDは CASBEE などの他

の環境性能認証システムと同じ扱いである。

　GRESB アンケートでのポイント獲得を意識する日本

の多くの不動産企業・ファンドは、ESG 投資への機運

の高まりとも相まって、日本政策投資銀行によるDBJ

グリーンビル認証制度（以下、DBJ 認証）を導入し

た。図－７は LEEDと DBJ 認証の新築・既存のカテゴ

リーを考慮しないすべての累計認証件数の推移である。

LEED（濃いグレー色）をはるかに上回る勢いで DBJ

認証（薄いグレー色）が増加していることがわかる。

　かねてより、CASBEE か LEEDか、という認証シス

図－６　 USGBC と GBJ による「禁煙日本ルール」の説明
会の様子

　　　　2016 年 10月、飯野ビルカンファレンスにて開催



－ 215 －

4 － 2　LEED認証

テムの特徴比較が論じられてきたが、こと不動産ファン

ドが選択した認証件数に関して言えばDBJ 認証が他の

システムに大きく水をあけていることがわかる。いず

れのラベリングであれ、GRESB 指標への参画企業数や

DBJ 認証件数の増加傾向からうかがえることは、認証

システムが不動産ファンド・企業を Green Talker（サ

ステナビリティを語る者）、さらにはGreen Walker（サ

ステナビリティを実践する者）へ導く推進力になってい

る実績だ。米国で LEED という環境ラベリングが不動

産業界のサステナビリティ化を牽引した構図は、日本で

はGRESB指標とDBJ 認証が担いつつある。

　惜しむらくはDBJ 認証の評価項目が開示されておら

ず、定量性・透明性に若干欠ける点である。GRESB では、

2018 年度のアンケート実施に向けて認証システムの要

件を厳格化する予定であり、DBJ 認証の評価プロセス

も何らかの更新が必要となるだろう。更新後の不動産企

業・ファンドの動向もまた、注目される。

　このように日本でも投資家・アセットマネージャーの

サステナビリティへの関心は高まっており、ESG 投資

や GRESB 指標に敏感な不動産ファンド・企業、ビルオー

ナーは前稿で述べた「設計者、施工者、ビル管理会社に

対してお任せ体質な傾向」から脱却しつつある。部分的

に少々問題があっても、大きなトラブルがなければ現状

維持のまま時間が流れていた状況に区切りをつけ、何か

のアクションを起こそうとするとき、O+Mは使い勝手

が良い。検証期間（Performance Period）を設けること

で、延々と反復が続く建物運用の流れの中に数か月間

というくさびを打ち込み、「開始」と「終了」を明示し

て“プロジェクト”化し、関係者が取り組みに集中する

期間を設定できる。しかも最初から認証取得を目指さず

に、まずは LEED をチェックリスト代わりにしてひと

つずつ実行可能なクレジットに取り組んでいくことも可

能だ。この地道な改善努力の積み上げ成果を可視化する

のが arc である。次節では、arc の登場による認証取得

のインセンティブ変化について述べる。

４.  認証システムのプラットフォーム化、
Google 化

（1）アプリとプラットフォーム
　USGBC は年に１回、Greenbuild というイベントを

開催する。LEED の新しいバージョン、新しい認証シ

ステムが華々しく公表されるのもこの Greenbuild の場

だ。2017 年 11 月、ボストンで開催された Greenbuild

で USGBC の技術責任者が以下のような発言をした。

「LEEDはスマートホンのアプリのようなものだ。ユー

ザーの使い勝手の良いようにどんどんカスタマイズし

て、改良していく」。この発言からわかるのは、アプリ

とプラットフォームを明確に区別していることだ。もは

や LEEDか非 LEEDかを峻別する必要はない。それよ

りもGBIGやarcといったプラットフォームを準備して、

その上に LEED、エナジースター、CASBEE などのア

プリを載せていけばよい。それはあたかも、Windows

か iOS か、といった議論を超えて Google がウェブ上の

さまざまなインターフェースのプラットフォームとなっ

ている状況を彷彿とさせる。実際のところ、どんな認証

システムであっても、一定のユーザーにとってはエネル

ギー使用量の実数がわかりさえすれば出所がエナジース

ター経由であろうがDBJ 認証経由であろうが、かまわ

ない。arc という共通のプラットフォーム上ですべて見

渡すことができれば便利このうえない。このとき、一定

のユーザーとは誰か。確実に特定できるのは、ポートフォ

リオ運用者、複数施設を有する企業である。

（2） ポートフォリオ
　不動産ファンドは投資家の命を受け、国をまたいで複

数の不動産物件をひとかたまりの“ポートフォリオ”と

して運用している。それぞれの建物のエネルギー使用量

図－７　日本におけるDBJ 認証と LEEDの累積認証件数
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は、サステナビリティの観点のみならず、変動値がその

まま運用コストに跳ね返ってくるので、絶えずモニタリ

ングする。省エネルギーをはじめとして、何らかの効果

を生み出す対策は他の物件にもすぐに反映させたい。そ

のとき、LEED O+Mはひとつの指針を与える。あるいは、

ポートフォリオ運用者にとっては、arc にすべての必要

データが載って逐次更新されていけば、認証ラベリング

も不要になるかもしれない。

（3） 複数施設を有する企業
　LEED V4では、建材メーカー企業のサステナビリティ

への取り組みレベルを測るクレジットが導入された。建

物に使用される製品のみならず、企業としての取り組み

が加点ポイントとなったのである。多国籍で活躍する大

企業ほど、サプライチェーンも含め、すべてを見渡す

ためには莫大な労力を要する。非営利団体 GRI（Global 

Reporting Initiative）のガイドラインにのっとった情報

開示を要求する同クレジットは、オフィス、生産施設、

研究所といった用途の違い、アジア、ヨーロッパといっ

た地域の違いに関わらず、企業が全施設を一元把握・管

理できるしくみの構築を促している。これまでに複数の

施設で LEED を取得した企業であれば、LEED にのっ

とって集めたデータの管理を arc というプラットフォー

ムへ移行することで施設を横断的に俯瞰することができ

る。エネルギーのみならず、ESG 投資の指標である社

員の健康・安全に配慮された環境や、コミュニティへの

貢献度合いのチェックも可能になるだろう。

５. おわりに

（1）Built Environment 全体の向上と建築単体
　LEEDがカバーしようとしている範囲は「Architecture

（建築単体）」だけではなく、「Built Environment（建築

物によって構成された環境）」全体である。めざしてい

る未来の姿は建築単体の向上を通じ、他ビルとの比較や

差別化を通じて互いに影響し合い、Built Environment

全体が底上げされ、改良されていく社会だ。既存建物に

かかるO+Mのクレジットは建築単体の運営維持管理に

かかるサステナブルな循環をつくる試みを評価し、運用

者、ユーザー、オーナーによる漸進的な改善を後押しす

る。このように LEEDのしくみはマクロ・ミクロ両方

の観点から構築されている（図－８）。

　それでは、ミクロとマクロはどのようにつなげばよい

だろうか。

（2） GBIG の街歩きから見えたこと、３年後
　前稿では LEED、CASBEE、DBJ 認証、BREEAM、

エナジースターや指定歴史的建物（Listed）などの情

報を一元化し、地図上で俯瞰できるプラットフォーム

GBIG（Green Building Information Gateway）を紹介

した。スマートホンを片手にGBIG のマッピングを見な

がら街を歩けば、誰もがサステナブルな街づくりの進捗

をざっくりと把握できる。ロサンゼルス市では、老朽建

物の改修や歴史的建物の保存・再生と LEED 認証によ

る価値向上の連携の可能性を、ポートランド市では、建

築単体の「点」の集積をNDレベルの「面」に広げてエ

リア全体のサステナビリティを高めていこうとする動き

を、それぞれレポートした。これら２つの報告はミクロ

の「建築単体」とマクロの「Built Environment」の取

り組み例と言い変えることもできる。３年が経過した現

在、両者に関する考察を述べて本稿の終わりとしたい。

（3） マクロの話　LEED for Cities
　第２節で紹介した arc は、ミクロの建築単体だけでな

くマクロの街レベルも同じプラットフォームで可視化し

ようとするしくみである。2017 年８月、ワシントンDC

が LEED for Cities の第１号認証都市となった。都市レ

ベルでのビッグデータを GBIG や arc といったプラット

図－８　 Built Environment と日々の取り組み、O+Mの評価
対象



－ 217 －

4 － 2　LEED認証

フォームを使って収集・解析し、サステナビリティをモ

ニタリング、改善していくのが LEED for Cities のあら

ましである。都市における消費行動や交通といった大量

の個別無作為な動きもビッグデータとして把握し、AI

の活用で需給バランスを最適化できる時代が近づいてき

た。Built Environment 全体が「人の動き」や「エネルギー

の流れ」といった切り口で計測され、予測され、適量を

供給し、個人の細かな要望にも迅速に対応できる時代の

到来であるⅶ。どこの街角からもスマートホンから配車

を頼めるUber を利用した人であれば実感できるのでは

ないか。GBCI が展開する PEER や ParkSmart といっ

た日本では未導入の新しい認証システムも、このような

世界観のもとに生み出されたと考えれば理解しやすい。

未来像の行きつく先の是非や実効性はさておき、すでに

海外ではマクロレベルの取り組みが実施されている。

（4） ミクロの話　建築単体の多様な取り組み
　いうまでもなく、「建築単体」は Built Environment

におけるもっとも根源的な単位である。既存建物をロン

グライフビルとしてチューンアップしつつ、環境への負

荷を低減する方法として、魔法のように効く特効薬はも

はや現れないだろう。一定の改修工事を終えたあとは、

細かいデータ取りと日々の改良の積み重ねの先に ZEB

の達成があることも、今では共通了解事項となっている。

　Greenbuild 2017 では、「建築単体」の日々の改良に関

わる多様な取り組み事例が紹介された。最新技術を導入

したグリーンビル事例では、ZEB 実現に最も大きな効

果をもたらしたのは気密性の確保（すきまからの熱損失

防止）というきわめて古典的な手法だったという報告が

あった。ロングライフビルに関しては、歴史様式建築の

特徴的な窓枠を変えずに断熱サッシへ交換する手法や建

物基礎部分の断熱改修事例などが報告された。一方、モ

ダニズム住宅の再生事例においては、ファサードを特徴

づける細いスチールサッシと単板ガラスの構成をむざむ

ざと変えることはできなかったとのこと、私たちと同じ

悩みを抱えていた。アフォーダブル住宅（低所得者層向

けの賃貸住宅）の省エネ改修についても多様なセッショ

ンが開催された。日本よりもエネルギー使用料金の高い

米国では、太陽光パネルの導入や断熱材の敷設といった

老朽建物の省エネ改修が家計支出の抑制に直結するた

め、貧困削減の重要施策のひとつなのだ。

　上記のような小さな改善事例や新たなデバイスの装着

は、建築単体での省エネルギー効果はわずか数Whか

もしれない。しかし arc のようなプラットフォームを通

じて情報共有され、数万件の建物に反映できれば、大幅

なエネルギー削減につながる。ミクロ情報のプラット

フォームでの共有は一定範囲でのBuilt Environment に

おける面的なエネルギーの融通や最適化へも貢献する。

そんなマクロとミクロが直結する日もそれほど遠くない

のかもしれない。
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